
7月
（文月） JULY
16日・海の日

高齢等で運転免許証を返納した者の申請に
より交付される返納前５年間の運転経歴の証
明書。従来は、交付後６か月に限り身分証明
書として使えましたが、本年４月１日から期
間制限がなくなったことに伴い、税法で規定
する金融機関等に提示する本人確認書類に
も、運転経歴証明書が追加されています。

国　税／6月分源泉所得税の納付 7月10日
国　税／納期の特例を受けた源泉所得税（1月〜6月分）の納付

7月10日
国　税／所得税予定納税額の減額承認申請 7月17日
国　税／所得税予定納税額第1期分の納付 7月31日
国　税／5月決算法人の確定申告（法人税・消費

税等）、11月決算法人の中間申告 7月31日
国　税／8月、11月、2月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 7月31日
地方税／固定資産税（都市計画税）第2期分の納付

市町村の条例で定める日
労　務／社会保険の報酬月額算定基礎届 7月10日
労　務／労働保険料（概算・確定）申告書の提出・

（全期・１期分）の納付 7月10日
労　務／障害者・高齢者雇用状況報告 7月17日
労　務／労働者死傷病報告（4月〜6月分）7月31日

運転経歴証明書

7 月 の 税 務 と 労 務
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平
成
二
十
四
年
度
の
税
制
改
正
は
、

四
月
一
日
に
施
行
さ
れ
て
い
ま
す
が
、

そ
の
中
で
、
大
き
く
変
わ
っ
た
①
給

与
所
得
の
特
定
支
出
控
除
、
②
事
業

用
資
産
の
買
換
え
特
例
、
③
創
設
さ

れ
た
国
外
財
産
調
書
制
度
に
つ
い
て

整
理
し
ま
し
た
。

１
　
給
与
所
得
の
特
定
支
出
控
除

特
定
支
出
控
除
の
範
囲
が

改
正
に
よ
り
拡
大
さ
れ
た
よ

う
で
す
が
、
そ
の
内
容
に
つ
い
て
教

え
て
下
さ
い
。

特
定
支
出
控
除
は
、
毎
年
、

全
国
で
一
桁
台
あ
る
い
は
二

桁
台
で
も
十
数
件
の
適
用
し
か
な
い

の
が
実
態
で
す
。
給
与
所
得
控
除
に

上
限
を
設
け
る
こ
と
に
併
せ
、
特
定

支
出
控
除
を
使
い
や
す
く
す
る
観
点

か
ら
、
特
定
支
出
の
範
囲
の
う
ち
、

資
格
取
得
費
の
範
囲
が
拡
大
さ
れ
る

と
と
も
に
、
新
た
に
勤
務
必
要
経
費

が
対
象
に
追
加
さ
れ
て
い
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
特
定
支
出
控
除
に

つ
い
て
、
就
労
の
多
様
化
等
を
踏
ま

え
、
特
定
支
出
の
範
囲
か
ら
除
外
さ

れ
て
い
る
弁
護
士
、
公
認
会
計
士
、

税
理
士
な
ど
、
法
令
の
規
定
に
基
づ

い
て
そ
の
資
格
を
有
す
る
者
に
限
っ

て
、
特
定
の
業
務
を
営
む
こ
と
が
で

き
る
資
格
の
取
得
費
を
特
定
支
出
の

範
囲
に
追
加
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
勤
務
必
要
経
費
と
し
て
、

職
務
に
関
連
す
る
、
図
書
費
、
衣
服

費
、
交
際
費
は
、
特
定
支
出
の
範
囲

に
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

な
お
、
こ
の
勤
務
必
要
経
費
に
つ

い
て
は
、
高
額
な
も
の
を
購
入
で
き

る
高
額
所
得
者
を
過
度
に
優
遇
す
る

と
い
っ
た
不
公
平
が
生
じ
な
い
よ
う
、

上
限
を
設
け
て
い
ま
す
。

図
表
１
が
従
来
の
特
定
支
出
で
、

図
表
２
に
掲
げ
る
支
出
内
容
が
追
加

さ
れ
て
い
ま
す
。

２
　
事
業
用
資
産
の
買
換
え
特
例

い
わ
ゆ
る
「
９
号
買
換
え
」

が
改
正
さ
れ
た
よ
う
で
す
が
、

そ
の
内
容
を
教
え
て
下
さ
い
。

平
成
二
十
四
年
一
月
一
日

以
降
の
譲
渡
に
つ
い
て
、
そ

の
譲
渡
に
対
す
る
買
換
資
産
の
う
ち
、

土
地
等
の
範
囲
を
事
業
所
等
の
敷
地

で
そ
の
面
積
が
三
〇
〇
平
方
メ
ー
ト

ル
以
上
の
も
の
に
限
定
さ
れ
、
適
用

期
限
が
平
成
二
十
六
年
十
二
月
三
十

一
日
ま
で
延
長
さ
れ
て
い
ま
す
。

【
事
業
所
等
の
敷
地
と
は
】

特
例
の
対
象
と
な
る
土
地
等
の
範

囲
は
、
事
業
所
等
の
敷
地
と
さ
れ
ま

し
た
が
、
具
体
的
に
は
、
事
務
所
、

工
場
、
作
業
場
、
研
究
所
、
営
業
所
、

店
舗
、
倉
庫
、
住
宅
そ
の
他
こ
れ
ら

に
類
す
る
施
設
（
福
利
厚
生
施
設
に

該
当
す
る
も
の
は
除
き
ま
す
）
の
用

に
供
さ
れ
る
も
の
（
そ
の
施
設
に
係

る
事
業
の
遂
行
上
必
要
な
駐
車
場
の
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用
に
供
す
る
も
の
を
含
み
ま
す
）
又

は
駐
車
場
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の

（
建
物
や
構
築
物
の
敷
地
の
用
に
供
さ

れ
て
い
な
い
こ
と
に
つ
い
て
、
や
む

を
得
な
い
事
情
が
あ
る
も
の
に
限
ら

れ
ま
す
）
で
す
。

３
　
国
外
財
産
調
書
制
度

国
外
財
産
調
書
制
度
が
創

設
さ
れ
た
よ
う
で
す
が
、
ど

の
よ
う
な
制
度
な
の
か
教
え
て
下
さ

い
。

個
人
が
そ
の
年
十
二
月
三

十
一
日
に
お
い
て
合
計
五
、

〇
〇
〇
万
円
超
の
国
外
財
産
を
有
す

る
場
合
は
、
国
外
財
産
調
書
を
翌
年

三
月
十
五
日
ま
で
に
税
務
署
長
に
提

出
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

a

国
外
財
産
調
書
の
記
載
内
容

国
外
財
産
調
書
に
は
、
財
産
別

に
、
事
業
用
か
一
般
用
か
の
用
途

別
、
種
類
別
、
所
在
別
、
数
量
別
、

価
額
の
記
載
が
義
務
付
け
ら
れ
ま

す
。
種
類
別
と
は
、
た
と
え
ば
、

そ
の
財
産
が
預
貯
金
の
場
合
は
、

当
座
預
金
、
普
通
預
金
、
定
期
預

金
等
の
種
類
に
分
け
て
記
載
す
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。
貴
金
属
類
の

場
合
は
、
金
、
白
金
、
ダ
イ
ヤ
モ

ン
ド
な
ど
の
種
類
に
分
け
ま
す
。

s

提
出
の
有
無
に
よ
る
加
算
税
の

軽
減
と
重
課

申
告
漏
れ
等
が
あ
っ
た
場
合
、

国
外
財
産
調
書
の
提
出
の
有
無
に

よ
り
、
以
下
の
違
い
が
生
じ
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

①
　
提
出
し
た
場
合
の
軽
減

提
出
し
た
国
外
財
産
調
書
に
記

載
済
み
の
国
外
財
産
に
つ
い
て
、

所
得
税
又
は
相
続
税
に
つ
い
て
申

告
漏
れ
又
は
無
申
告
と
な
っ
た
場

合
、
通
常
の
過
少
申
告
加
算
税
又

は
無
申
告
加
算
税
が
五
％
軽
減
さ

れ
ま
す
。

②
　
提
出
し
な
い
場
合
の
重
課

①
の
場
合
と
逆
に
提
出
が
無
か

っ
た
場
合
、
通
常
の
過
少
申
告
加

算
税
又
は
無
申
告
加
算
税
に
五
％

重
課
さ
れ
ま
す
。
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中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
と
は
、

中
小
企
業
者
等
が
一
定
の
設
備
投
資

や
Ｉ
Ｔ
投
資
等
を
行
っ
た
場
合
に
、

税
額
控
除
（
七
％
）
又
は
特
別
償
却

（
三
〇
％
）
の
選
択
適
用
を
認
め
る

措
置
で
す
。

平
成
二
十
四
年
度
税
制
改
正
法
が

三
月
三
十
日
に
成
立
、
四
月
一
日
か

ら
施
行
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
そ
の

適
用
期
限
が
二
年
間
延
長
さ
れ
、
平

成
二
十
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
と

な
り
ま
し
た
。
併
せ
て
、
対
象
設
備

に
製
品
の
品
質
管
理
の
向
上
に
資
す

る
試
験
機
器
等
が
追
加
さ
れ
る
と
と

も
に
、
デ
ジ
タ
ル
複
合
機
の
範
囲
の

見
直
し
（
複
数
台
で
合
計
一
二
〇
万

円
以
上
か
ら
一
台
で
一
二
〇
万
円
以

上
に
）
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
情
報
基
盤
強
化
税
制
に
つ

い
て
、
対
象
設
備
の
う
ち
ソ
フ
ト
ウ

ェ
ア
部
分
が
中
小
企
業
投
資
促
進
税

制
に
統
合
さ
れ
た
上
で
、
廃
止
さ
れ

て
い
ま
す
。

従業員に
社宅や寮などを貸したとき

従業員に対して現金で住宅手当を支給す
る場合や、従業員が直接契約している場合
の家賃負担は、給与として所得税が課税さ
れます。しかし、会社が所有もしくは借り
ている社宅等を従業員に対して貸与する場
合には、その従業員から１か月当たり一定
額の家賃（賃貸料相当額）以上を受け取っ
ていれば、会社が負担した金額は給与とし
て課税されません。

賃貸料相当額とは、次の①〜③の合計額
をいいます。
① （その年度の建物の固定資産税の課税
標準額）×0.2%�

② 12円×（その建物の総床面積（m2）／
3.3（m2））

③ （その年度の敷地の固定資産税の課税
標準額）×0.22%
従業員から受け取っている家賃が賃貸料

相当額を下回る場合には、次のように取扱
います。
a 従業員に無償で貸与する場合

賃貸料相当額が給与として課税されま
す。

s 従業員から受け取っている家賃が賃貸
料相当額より低い場合

受け取っている家賃と賃貸料相当額と
の差額が、給与として課税されます。し
かし、従業員から受け取っている家賃が
賃貸料相当額の50%以上であれば、受け
取っている家賃と賃貸料相当額との差額
は給与として課税されません。
賃貸料相当額は、会社が他から借りてい

る場合でも計算する必要があるため、貸主
から固定資産税の課税標準額を確認してお
くことが必要です。

なお、看護師や守衛など、仕事を行う上
で勤務場所を離れて住むことが困難な場合
に、仕事の都合上、社宅や寮を貸与する場
合には、無償で貸与しても給与として課税
されない場合があります。

適用額明細書とは？

法人が法人税関係特別措置の適用を受
ける場合に、その租税特別措置法の条項、
適用額その他の事項を記載し、法人税申
告書に添付して提出する書類をいいます。

租税特別措置の適用実態を明らかにし、
その効果を検証するための仕組みとして、
平成23年４月１日以後に終了する事業年
度又は連結事業年度から添付することが
義務付けられました。

例えば、中小企業者等の法人税率の特
例、試験研究を行った場合の法人税額の
特別控除、中小企業者等が機械等を取得
した場合の特別償却といった税額等を減
少させる法人税に関する租税特別措置の
適用を受ける際に添付が必要となります。

添付漏れや記載誤りがあった場合には、
法人税関係特別措置の適用が受けられな
いこととされています。そのため、その
ような場合には、速やかに提出または再
提出をしなければなりません。

中
小
企
業
投
資
促
進
税

制
の
見
直
し
・
延
長


